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はじめに 
 

地価公示制度(*1)がスタートして約 40年。過去に 2度地価高騰を経験してきた。初回は

昭和48-49年…列島改造施策により全国的に住宅地を中心に上昇。2度目は昭和の終り頃、

所謂バブル時期…三大都市圏の商業地を中心に大幅上昇。その反動から以来長期にわたり

地価下落を続けて来たが、先般の地価公示(H19.1.1)によれば、対前年平均変動率が漸く一

部ではプラスに転じた。個々にはかつてのバブル期さながらの高騰地もあれば、まだまだ

下落を続ける地もある。 

 
そこで当社では、不動産市場の現状および将来について、また地価動向の現状および将

来について当社と提携している全国の不動産鑑定士にアンケート調査を行った。 
この種の調査は「土地白書」を始め諸々あるが、今回の調査は専門家による、現実的で

実益性のある調査である。 
 

公 示 価 格 年 別 変 動 率 推 移 （ 平 均 ）       （ ％ ）              
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全国的に住宅地が上昇。 三大都市圏で商

業地・住宅地共

に上昇。少し遅

れて地方。

三大都市圏（商業地）が上

昇。（Ｈ１９．１．１）

 
   *1…地価公示法（ｓ44 年 6 月制定）       出所：国土交通省「公示価格年別変動率」 
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結果は 
１． 対象：当社提携の不動産鑑定士： 回答者 109 名 。 
２． 調査時点：平成 19 年 4・5 月。 
３． 調査方法：アンケート調査。 
４． 都道府県別回答者数分布：下表のとおり。  
                         
                               （ ）は都道府県数 

三大都市 ４名以上の県 ４名未満の県 

東京都 
名 

13 兵庫県 
名 

6 3 名の県（4） 
名 

12 
大阪府 13 愛媛県 5 2 名の県（9） 18 
愛知県 7 北海道 4 1 名の県 (15)  15 

  群馬県 4   
  神奈川県 4   
  京都府 4   
  福岡県 4   
計（3） 33 計（7） 31 計    （28） 45 

合 計   (38） 109 
 
注 1 3 名の県：富山県、三重県、奈良県、広島県 
注 2 2 名の県：岩手県、福島県、栃木県、埼玉県、千葉県、岐阜県、静岡県、滋賀県、 

高知県 

注 3 １名の県：宮城県、秋田県、山形県、茨城県、新潟県、石川県、福井県、和歌山県、

鳥取県、島根県、岡山県、徳島県、長崎県、大分県、沖縄県 

 
なお、圏域は次の通り。（平成１９年地価公示の圏域定義に基づく）。 
・三大都市圏 

東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県） 
大阪圏（大阪府、京都府、兵庫県、奈良県） 
名古屋圏（愛知県、三重県の２名※） ※ 市単位で圏域に集計 

・地方 
   三大都市圏を除く地域  
◎圏域別人数 

・三大都市圏・・・56 名 
・地方・・・・・・53 名    

計  109 名 
 


